
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

〇

〇

平 成  年

 月

目 録

本
紙

号
外

第
七
一
九
四
号
か
ら

第
七
二
一
二
号
ま
で

第
二
二
号
か
ら

第
四
一
号
ま
で

特
第
三
号
か
ら

特
第
四
号
ま
で

法
律
・
政
令
・
条
約
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
公
布
の
日
に
「
法
令
の
あ
ら

ま
し
」
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

※
◎
凡

例

件
名
の
上
の
ゴ
シ
ッ
ク
数
字
は
番
号
を
示
す
。

件
名
の
下
の
数
字
の
う
ち
、
上
段
は
掲
載
日
、
中
段
の
ア
ラ
ビ
ア
数

字
は
号
外
番
号
、
下
段
は
ペ
ー
ジ
を
示
す
。

◇

◇

発 行 所

独立行政法人国立印刷局
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平成年月日 木曜日 (第号付録) 月目録官 報

法

律
日

号
外

ペ
ー
ジ

一

株
式
会
社
東
日
本
大
震
災
事

業
者
再
生
支
援
機
構
法
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律

七

二

政

令

二
八

電
波
法
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

二

一

二
九

非
常
勤
消
防
団
員
等
に
係
る

損
害
補
償
の
基
準
を
定
め
る

政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令

七

二

三
〇

補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執

行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律

施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令

七

二

三
一

防
衛
省
設
置
法
等
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
の
施
行
期
日

を
定
め
る
政
令

九

二

三
二

平
成
二
十
九
年
六
月
七
日
か

ら
七
月
二
十
七
日
ま
で
の
間

の
豪
雨
及
び
暴
風
雨
に
よ
る

災
害
に
つ
い
て
の
激
甚
災
害

並
び
に
こ
れ
に
対
し
適
用
す

べ
き
措
置
の
指
定
に
関
す
る

政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令

九

二

三
三

自
衛
隊
法
施
行
令
等
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令

九

三

三
四

年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立

行
政
法
人
法
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令

二
一

二

三
五

化
学
物
質
の
審
査
及
び
製
造

等
の
規
制
に
関
す
る
法
律
施

行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令

二
一

三

三
六

覚
せ
い
剤
原
料
を
指
定
す
る

政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令

二
一

三

三
七

南
ス
ー
ダ
ン
国
際
平
和
協
力

隊
の
設
置
等
に
関
す
る
政
令

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
一

四

三
八

日
本
中
央
競
馬
会
の
平
成
三

十
事
業
年
度
に
お
け
る
日
本

中
央
競
馬
会
法
第
二
十
九
条

の
二
第
三
項
の
割
合
を
定
め

る
政
令

二
八
40

二

三
九

通
貨
の
単
位
及
び
貨
幣
の
発

行
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
八
40

二

四
〇

臨
床
研
究
法
の
施
行
期
日
を

定
め
る
政
令

二
八
40

八

四
一

臨
床
研
究
法
第
二
十
四
条
第

二
号
の
国
民
の
保
健
医
療
に

関
す
る
法
律
等
を
定
め
る
政

令

二
八
40

八

四
二

国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会

決
議
第
千
八
百
七
十
四
号
等

を
踏
ま
え
我
が
国
が
実
施
す

る
貨
物
検
査
等
に
関
す
る
特

別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令

二
八
40

九

内
閣
官
房
令

〇
内
閣
官
房

一

寒
冷
地
手
当
支
給
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
官
房
令

一
九
33

一

二

〃

二
六
38

一

府
令

・
省
令

〇
内
閣
府
、
厚
生
労
働
省

一

厚
生
労
働
省
関
係
国
家
戦
略

特
別
区
域
法
第
二
十
六
条
に

規
定
す
る
政
令
等
規
制
事
業

に
係
る
省
令
の
特
例
に
関
す

る
措
置
を
定
め
る
命
令
の
一

部
を
改
正
す
る
命
令

六
25

一

省

令

〇
総

務

省

四

電
波
法
施
行
規
則
等
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

一
22

二

五

電
波
法
施
行
規
則
及
び
登
録

検
査
等
事
業
者
等
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
23

一

六

電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則

等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
六
38

二

七

政
治
資
金
規
正
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
八
41

二

〇
文
部
科
学
省

二

独
立
行
政
法
人
国
立
美
術
館

に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

七

二

三

高
等
専
門
学
校
設
置
基
準
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
八

二

四

大
学
の
設
置
等
の
認
可
の
申

請
及
び
届
出
に
係
る
手
続
等

に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

二
八
41

三

五

社
会
教
育
主
事
講
習
等
規
程

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
八
41
一
八

〇
厚
生
労
働
省

一
一

雇
用
対
策
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
23

四

一
二

高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関

す
る
法
律
に
よ
る
保
険
者
の

前
期
高
齢
者
交
付
金
等
の
額

の
算
定
等
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

五

二

一
三

労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
施

行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

八
27

一

一
四

高
気
圧
作
業
安
全
衛
生
規
則

及
び
労
働
安
全
衛
生
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

九
28

一

一
五

学
校
教
育
法
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
厚

生
労
働
省
関
係
省
令
の
整
理

等
に
関
す
る
省
令

一
六
32

一

一
六

賃
金
構
造
基
本
統
計
調
査
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
六
32
三
七

一
七

臨
床
研
究
法
施
行
規
則

二
八
40

九


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